















































































































































































































































































































































































































































































































































































積極的な関与は必要か 15.5 39.0 33.3 7.0 5.3
｢誰かを助ければ，いつかはその
報いが受けられる」と思うか 1０．３ 31.0 38.1 12.9
地域に貢献できることをしたいか 35.0 39.9 10.5 6.5
｢地域資源」があると思う力。 22.7 35.0 22.1 12.9
地域活動の「場」がある力。 6.5 26.3 41.8 17.5 8.0
地域活動を積極的に推進する身























































るか 3.1 21.6 45.5 20.4
町内会，自治会，ＮＰＯと住民
とが協働しているか 2.8 18.3 46.8 22.3 9.8
住民同士による支え合いがあ
るか 2.7 18.2 46.8 22.0 1０．４
個`性的な地域づくり・地域の
宝探しが行われているか 2.2 １３．２ 44.5 27.7 12.5
衰退する年中行事の掘り起こ












































































地域活動や行事が盛んと思うか 24.2 38.3 22.5 11.5
地域の人は自分にとって大切か 30.3 41.8 １３．３
自分は地域に根付いているか 18.4 41.0 22.8 14.5






























































































必ず い 時々見ている い い 知らない
自治体の広報誌 12.6 36.9 21.7 28.8
ミニコミ誌等の情報誌 3.5 22.9 31.5 42.1
町内会の回覧板 １５．３ 24.9 229 36.9
地域の掲示板 8.3 37.4 25.0 29.4
インターネット 2.7 １９．５ 37.1 40.8
知人などからの口コミ 2.1 20.2 30.6 47.1
その他 31.6 15.8 52.6
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７．２小考
以上にみてきたことから明らかなように現時点では，地域活動は明らかに活
発とは言えず，地域住民間のつながりも多くが指摘するとおり脆弱であり，ま
たＩＴ活用度も低い。その意味で，地域住民の「社会関与」は依然として薄弱
であり，したがってコミュニティ再生は道半ばの状況と言わざるを得ない。
しかし表３からもうかがえるように，地域活動への地域住民のコミットメン
トのポテンシャリティ（potentiality）は皆無とまでは言えない。
そこで，住民のそのポテンシャリテイをどのようにして現実的な取り組みに
つなげるかが重要となってくる。そのためには，調査結果にみたように何より
も地元住民間の相互信頼が不可欠な要因となる。そのような信頼を醸成するに
は，あらゆる機会を通して住民間の交流を促す必要があり，不断に彼らに対す
る啓蒙活動がなされなければならず，加えて，現実的に地域活動への地域住民
のコミットメントを促すような動機づけが求められる。
ちなみに我々の調査結果でも，例えばボランティア活動において「きっかけ」
が現実的な取り組みにつながる重要なポイントの一つであることが分かってい
る。
地域内で実施される各種イベントは，住民同士の交流をもたらす有効な手段
であり，その「きっかけ」作りとなり，住民にとって地域活動へコミットする
ためのインセンテイブとなるが，我々のヒアリング調査結果でも，その効果の
殆どが一過性にとどまることが明らかである。そのため，地域イベントが頻繁
に開催されることが望ましいことは言うまでもないが，それは必ずしも容易で
はない。そうした課題を打開するには，イベントの内容も含めて若い世代の独
創力と定年後の高齢者の豊富な経験知を集結させた「地域知能」を活かした積
極的な取り組みを強く促し併せてイベント開催後のフォローアップの実施を
従来以上に強化し，次につなげる試みがなされるべきである。
また，地域活動の取り組みを広範囲かつ重層的に伝播させていくためには，
既述の，メンタexpertcitizens（EC）とボランティア要員としてのeveryday
makers（ＥＭ）のような存在が不可欠であり，地元地域内でこれらＥＣ及び
－９９－
[論文］社会関与によるコミュニティ再生の可能性に関する実証研究（中根・杉野）
ＥＭを発掘しあるいは養成することが求められる。
さらには，地方再生には自治体や地域社会が広範囲で役割分担できる関係性
を構築することが必要であることを改めて認識しなければならない。
Ｓおわりに
今回は，地域活動，住民簡のつながり，地域活動に係わるＩＴ活用を中心に
考察を行ったが次回は，それら以外の，地域活動への地域住民のコミットメ
ント等に関する調査結果の分析と，海外の事例を踏まえて，実効性ある地域活
動の取り組みに関する展望を行いたい。
注
ｌ） RobertPutnumによれば，「ソーシャルキャピタルとは，人々の協調行動を活
発にすることによって，社会の効率性を高めることのできる，信頼，規範，ネッ
トワークといった社会的仕組みの特徴」であるという。ここにいう信頼，規範,
ネットワークなどは，社会の状態を的確に説明する概念ではあるが，大規模な
集団における，人々の姿勢や社会的なふるまいの影響への働きかけを研究する
社会工学的な視点から見ると，操作可能すなわち制御可能な概念とは言えない。
その意味で，静態的な概念といえる。
北欧の地域においてＲＣ活動を牽引する常勤でないリーダ2）
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